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憲法違反の武器の大量購入をやめることを求める意見書 

 防衛省は、２０１９年度から２０２３年度の「中期防衛力整備計画」に基づ

き、米国の最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５を１０５機追加購入し、すでに購入済

みの４２機と合わせて１４７機体制を構築する計画です。 

その結果、購入費だけで１兆７０５２億円の負担となり、それに維持費を加

えますと、その総額は６兆２千億円にもなります。 

この購入は、米国国内法ＦＭＳ（有償軍事援助）に基づくものであり、代金

は前払いのうえ、すべて米国の言いなりの条件で、しかも契約後の価格上昇も

あり、青天井の負担となりかねません。 

また、購入予定のＦ３５Ｂは、すでに購入済みのＦ３５Ａより高価格の上、

昨年９月には、米南部で墜落事故を起こし、一時全機が飛行中止となった欠陥

機であり、他の戦闘機の寿命が３０年程度に対し、僅か１０年の寿命しかない

超高価な代物です。その上、昨年の米国の年次報告書でも９９２件の欠陥が指

摘されていますが、未解決のまま推移しています。 

これらＦ３５ステルス戦闘機は、敵のレーダーにかかることがないことから、

射程５００キロメートルの長距離巡航ミサイルを搭載した、先制攻撃を目的と

した戦闘機です。 

防衛省では、この戦闘機を「いずも型護衛艦」を空母に改修したうえで搭載

する計画であり、来年度予算には、その調査費として７０００万円が組み込ま

れています。 

これらの航空機や空母は、専守防衛ということから、今までの憲法解釈では

持てないとされてきたものです。その金額もさることながら、これらの戦闘機

や空母型護衛艦の配備を、米国に言われるがままに推し進めようとすることは、

我が国の主権と平和と安全にとって重大な危機です。 

政府は、即刻これら戦闘機の大量購入と「いずも型護衛艦」の空母への改修

をやめることを求めて、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出いたします。 
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